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はしがき
　

　国立国会図書館調査及び立法考査局は、重要な国政課題について、プロジェクトチームを編
成し、分野横断的に調査・分析を行う「総合調査」を毎年度実施しています。令和 6年度は、「人
口減少と地域の課題」をテーマとして取り上げました。

　日本の総人口は 2008年にピークを迎えたのち減少を続けており、およそ 50年後の 2070年
の総人口は 2020年時点の 62～77%になると推計されています。日本の発展の原動力の一つで
あった人口の増加が失われ、さらには、東京一極集中による経済社会への影響も各所で見られ
るようになっています。
　すなわち、地方では、人口の自然減に加え、都市部に比して就業機会が少ないことなどを理
由に、若年層（特に女性）の流出による社会減も生じており、地域社会の縮小がその活力を更
に弱めるという悪循環に陥っています。人口減少と少子高齢化は、特に地方において、社会や
経済の担い手が不足することを意味し、人々が生活の糧を得るための経済や産業を支える公共
インフラの維持を困難にすることにもつながります。

　日本の人口減少は、少なくとも今後数十年は続き、急な反転は難しい状況と予想されます。
そして、こうした人口減少に対し、日本は「緩和策」と同時に「適応策」を講じることも課題
となっています。

　今回の総合調査では、上記の状況を踏まえ、幅広い分野の有識者の方々からお話を伺うとと
もに、各分野におけるデータや文献等から現状や議論の動向等を分析しました。これにより、
日本の全体的な状況に加え、行政、財政、産業、雇用、医療、教育、公共交通等の各分野にお
ける人口減少が地方にもたらす課題を捉え直すとともに、その対応に向けた議論を分析し、整
理を行い、報告書として取りまとめました。

　また、今回の総合調査の一環として、日本と同じく少子化が進む韓国の学識経験者の基調講
演及び日本の専門家も交えたパネルディスカッションによる国際政策セミナー「人口減少局面
の地域の持続可能性」を開催しました。その報告書も後日刊行する予定です。本報告書と併せ、
御活用いただければ幸いです。

　調査に当たっては、この分野に造詣の深い多くの研究者の方々に御協力いただきました。深
く感謝申し上げます。

　本報告書が、国会議員の皆様による調査研究や国政審議に資することはもとより、このテー
マに関心をお持ちの皆様のお役に立つことを、心から願うものです。

　令和 7年 3月

 調査及び立法考査局長　松浦　茂
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おわりに
　

　本報告書は、国立国会図書館調査及び立法考査局の令和 6年度総合調査プロジェクト「人口
減少と地域の課題」の調査成果をとりまとめたものである。
　日本の総人口は 2008年にピークを迎えたのち減少を続けており、およそ 50年後の 2070年
の総人口は2020年時点の62～77%になると推計されている。日本の発展の原動力の一つであっ
た人口の増加が失われ、さらには、東京一極集中による経済社会への影響も各所で見られるよ
うになっている。本報告書では、地域を持続させるための制度、地域における産業と雇用、地
域生活の基盤としてのサービスの 3部に分けて、人口減少が地方にもたらす課題を捉え直すと
ともに、その対応に向けた議論を分析し、整理を行った。
　執筆に際しては各分野を担当する調査員が、それぞれ鍵となるテーマを選定し、外部専門家
の御助言や御教示も得て調査を深め、その成果を体系的に構成するよう努めた。
　
　本総合調査の参加メンバーは、次のとおりである（所属・肩書は当時）。
　

座長 秋山　　勉 （専門調査員・総合調査室）

副座長 松本　　保 （主任調査員・総合調査室・令和 6年 3月まで）

副座長 河合　美穂 （主幹・総合調査室・令和 6年 4月から）

顧問 内田　竜雄 （専門調査員・国土交通調査室）

同 紫藤　美子 （次長・令和 6年 3月まで）

同 本多　真紀子 （次長・令和 6年 4月から）

事務局長 梶　　善登 （国土交通課長）

調査員 佐藤　　令 （政治議会課長）

同 宇都宮　美咲 （行政法務課）

同 田村　なつみ （財政金融課）

同 高澤　美有紀 （経済産業課）

同 武藏　瑠佳 （農林環境課）

同 千田　和明 （国土交通課）

同 真子　和也 （国土交通課）

同 舟越　瑞枝 （文教科学技術課）

同 木村　志穂 （社会労働課）

同 三村　佳緒 （社会労働課）

事務局 宮畑　建志 （調査企画課・令和 6年 3月まで）

同 黒川　直秀 （調査企画課・令和 6年 4月から）

同 濱野　　恵 （調査企画課）

同 柳瀬　晶子 （調査企画課）
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　当総合調査においては、多角的かつ総合的な視点から分析・調査を行うため、調査テーマに
造詣の深い次の学識経験者に、令和 6年 6月から令和 7年 3月まで客員調査員を委嘱し、御指
導を賜った。ただし、論文の記載内容の責任は、もちろん各執筆者にある。
（肩書は令和 7年 1月現在）

　客員調査員　　　瀬田　史彦氏　（ 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻都市工学講座
准教授）

　調査を進める過程では、次の専門家の方々にお話を伺い、的確かつ貴重な御教示を賜った。
　（肩書は当時、日付はお話を伺った日）
　
令和 6年  7月  8日 永田　尚三 氏 （関西大学社会安全学部教授）

  7月 11日 谷口　　守 氏 （ 筑波大学大学院システム情報系社会工学域教授）

  7月 18日 堀部　　篤 氏 （ 東京農業大学国際食料情報学部食料環境経済
学科教授）

  7月 19日 小田　宏信 氏 （成蹊大学副学長、同大学経済学部教授）

  7月 22日 河村　和徳 氏 （ 東北大学大学院情報科学研究科人間社会情報
科学専攻准教授）

  7月 23日 赤井　伸郎 氏 （大阪大学大学院国際公共政策研究科教授）

  8月  5日 南部　初世 氏 （名古屋大学大学院教育発達科学研究科教授）

  8月 20日 阿部　正浩 氏 （中央大学経済学部教授）

  9月  2日 三原　　岳 氏 （ ニッセイ基礎研究所保険研究部上席研究員・
ヘルスケアリサーチセンター・ジェロントロ
ジー推進室兼任）

9月 27日 加藤　博和 氏 （ 名古屋大学大学院環境学研究科附属持続的共
発展教育研究センター教授・事務局長）

　本総合調査メンバーが行った現地調査に際して訪問した諸機関は、次のとおりである。

［スウェーデン］ 地方自治体協会（ストックホルム）
国税庁（スンドビュベリ）
財務省（ストックホルム）
ストックホルム市財務部・経理部（ストックホルム）

［英国］ 財務省（ロンドン）
大英図書館（ロンドン）

［ベルギー］ ブリュッセル地域政府税務管理局（ブリュッセル）
欧州議会調査局（EPRS）（ブリュッセル）
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［イタリア］ 上院図書館（ローマ）
下院図書館（ローマ）
ローマ市経済資源局（ローマ）
経済財政省（ローマ）
ナポリ市収支担当助役（ナポリ）

　この報告書の作成に当たり、お世話になった専門家の方々に、改めて心から御礼申し上げる。
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